
ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰ
１）i-Constructionの概要や必要性と取組み
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本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。
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政府投資額（兆円）
民間投資額（兆円）
就業者数（万人）
許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和元年度（2019年度）まで実績、令和２年度（2020年度）・令和３年度（2021年度）は見込み、令和４年度（2022年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成2３年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

（兆円） （千業者、万人）
就業者数のピーク

685万人（H9年平均） 就業者数
ピーク時比▲３0.1%

479万人
（令和４年平均）

475千業者
（令和３年度末）

許可業者数
ピーク時比▲20.9%

67.0兆円
（令和４年度見通し）

建設投資
ピーク時比▲20.2％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人

許可業者数：5３1千業者

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

 建設投資額はピーク時の平成４年度：約８４兆円から平成２２年度：約４２兆円まで落ち込んだ

が、その後、増加に転じ、令和４年度は約６７兆円となる見通し（ピーク時から約２０％減）。

 建設業者数（令和３年度末）は約４８万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約２１％減。

 建設業就業者数（令和４年平均）は４７９万人で、ピーク時（平成９年平均）から約３０％減



出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出の流れ（道路土工の場合）

（※平成2３年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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建設業就業者の現状（１）

 技能者等の推移

• 建設業就業者： 685万人（H9）→ 504万人（H22）→ 479万人（R4）（ピーク時より206万人減）

• 技術者 ： 41万人（H9）→ 31万人（H22）→  37万人（R4）（ピーク時より 4万人減）

• 技能者 ： 455万人（H9）→ 331万人（H22）→ 302万人（R4）（ピーク時より153万人減）



出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

（※平成2３年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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総務省「労働力調査」をもとに国土交通省で推計

建設業就業者の現状（２）

 建設業就業者の高齢化の進行

• 建設業就業者は、５５歳以上が３５．９％、２９歳以下が１１．７％と高齢化が進行し、次世代

への技術承継が大きな課題である。

• ２０００年以降の１６年間で建設業の平均年齢は、３．４歳上昇（製造業は１．６歳）するなど、

製造業と比べて１０年以上早く、２倍以上のスピードで高齢化が進展している。
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建設産業における働き方の現状
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建設産業の役割と課題

建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､地域経済・雇

用を支え､災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生

活や社会経済を支える大きな役割を担う。

平成３０年７月豪雨災害では、岡山県、広島県の広範囲に
渡り、土砂災害・河川氾濫に対する啓開作業・応急復旧作
業に地元建設企業が尽力。

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋事
故（2007年米ミネソタ州）】（出典：
MN/DOT)

香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラス
橋）の落橋（２００７年）

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

建設産業の役割
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【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

建設産業の役割

現下の建設産業を取り巻く環境

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、

現場の技能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。



建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､地域経済・雇
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業に地元建設企業が尽力。

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋事
故（2007年米ミネソタ州）】（出典：
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香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラス
橋）の落橋（２００７年）

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

建設産業の役割

現下の建設産業を取り巻く環境

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、

現場の技能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。
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建設産業の役割と課題



未来に良質なインフラを残すために、

構造的な課題である働き手の不足に立ち向かうために、

経営環境を改善し、より魅力ある建設産業にするために、

生産性向上を図る



を図ることが不可欠生産性の向上

未来に良質なインフラを残すために、

構造的な課題である働き手の不足に立ち向かうために、

経営環境を改善し、より魅力ある建設産業にするために、

生産性向上を図る



生産性革命プロジェクトの一つで、

「調査・測量、設計、施工、検査、維持管理・更新」

までのあらゆる建設生産・管理プロセスにおいて、

ＩＣＴ等の新技術を活用して、抜本的な生産性向上

を目指す仕組み

2３1016_ＩＣＴの動向・取り組み.pptx

「i-Construction」とは？
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建設現場における生産性の現状

 トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。

 一方、土工やコンクリート工などは、改善の余地が残っている。

（土工とコンクリート工で直轄工事の全技能労働者の約４割が占める）



建設業働き方改革プログラム

「建設業働き方改革加速化プログラム」は、建設業における働き方改革を推進

するための取り組みである。

このプログラムは、長時間労働の是正、給与・社会保険の改善、生産性向上の

３つの分野に焦点を当てている。
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３つの分野に焦点を当てている。

①長時間労働の是正 ・・・ 週休２日制の導入推進



建設業働き方改革プログラム

「建設業働き方改革加速化プログラム」は、建設業における働き方改革を推進

するための取り組みである。

このプログラムは、長時間労働の是正、給与・社会保険の改善、生産性向上の

３つの分野に焦点を当てている。

①長時間労働の是正 ・・・ 週休２日制の導入推進

②給与・社会保険の改善・・ 技能と経験にふさわしい処遇（給与）、

社会保険加入の徹底



「建設業働き方改革加速化プログラム」は、建設業における働き方改革を推進

するための取り組みである。

このプログラムは、長時間労働の是正、給与・社会保険の改善、生産性向上の

３つの分野に焦点を当てている。

①長時間労働の是正 ・・・ 週休２日制の導入推進

②給与・社会保険の改善・・ 技能と経験にふさわしい処遇（給与）、

社会保険加入の徹底

③生産性向上・・・・・・・ ＩＣＴの活用や新技術の導入による生産性向上

建設業働き方改革プログラム
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見直しの内容「労働基準法」（平成３０年６月成立）
罰則：使用者に６カ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

（１） １日８時間・１週間 ４０時間
（２） ３６協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能
（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長が可能（労基法３３条）

原則

・原則、①月４５時間 かつ ②年３６０時間（月平均３０時間）
・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定

③年７２０時間（月平均６０時間）
〇年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの
出来ない上限を設定

④ａ．２～６ヶ月の平均でいずれも ８０時間以内（休日労働を含む）
④ｂ．単月 １００時間未満（休日労働を含む）
④ｃ．原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④ａ、ｂは適用されません。

３６協定
の限度

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）

 労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し。

 違反した場合、使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金。

 大手企業は平成３１年４月から、中小企業は令和２年４月から適用。

⇒建設業は令和６年４月から適用
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新･担い手３法について

 建設業の担い手の中長期的な育成・確保にむけ、各種法改正を実施している。



ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰ
２）ＩＣＴ活用工事発注の流れ

ナレーション
VOICEVOX:四国めたん
ナレーション
VOICEVOX:四国めたん

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。



8３R5年度 ＩＣＴ施工 初級研修③【ＩＣＴ施工概要】.pptx

構造物工は該当無し

ポイント

作業土工、小規模土工は該当無し

ポイント

土工１，０００m３未満、小規模土工
は従来手法または３次元起工測量
の選択が可能

ポイントＲ６年度時点

・土工

・舗装工

・法面工

・浚渫工

・基礎工

・構造物工

・地盤改良工

・付帯構造物設置工

等の１５工事の実施

要領が発行されてい

る｡

ＩＣＴ活用工事のフロー



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

フロー右側に記載している項目（例：２-１発注方式）

は、各ＩＣＴ活用工事の実施要領の節を示す。

発注にあたっては、各実施要領を参考に、適切な対応

を行う必要がある。

ＩＣＴ活用工事の発注から工事完成までの手続き及び流れ



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

ＩＣＴ活用工事の発注は、下記の(1)～(2)によるもの

とするが、工事内容及び地域におけるＩＣＴ施工機器の

普及状況等を勘案し決定する。

(1) 発注者指定型

(2) 施工者希望Ⅰ型、施工者希望Ⅱ型

施工者希望Ⅰ型：総合評価で評価項目とする

施工者希望Ⅱ型：総合評価で評価項目としない

（契約後に希望(協議)する）

発注者指定型は、土工工事が対象となる

各工事により異なるため、発注前に実施要領を確認す

ること

発注方式の選択



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

ＩＣＴ活用工事の工事費の積算は、各ＩＣＴ活用工事

の積算要領に基づき実施する。

現行基準による設計ストック等によりＩＣＴ活用工事

を発注する場合は、受注者に３次元起工測量及び３次元

設計データ作成を指示するとともに、３次元起工測量経

費及び３次元設計データ作成経費についての見積り提出

を求め、設計変更審査会等を通じて設計変更する。

見積り徴収にあたり、実施要領別紙３６「ＩＣＴの活

用に係る見積り書の依頼について」を参考にする。

工事費の積算



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

起工測量において、３次元測量データを取得するため、

下記１）～８）から選択（複数以上可）して測量を行う

ものとする。

１）空中写真測量（無人航空機）
２）地上型レーザースキャナー
３）無人航空機搭載型レーザースキャナー
４）地上移動体搭載型レーザースキャナー
５）ＴＳ等光波方式
６）ＴＳ（ノンプリズム方式）
７）ＲＴＫ－ＧＮＳＳ
８）その他の３次元計測技術を用いた起工測量

起工測量にあたっては、実施範囲と手段について、必

要性と有効性を協議にて確認する。

なお、施工現場の環境条件により、面的な計測のほか、

管理断面及び変化点の計測による測量を選択してもＩＣ

Ｔ活用工事とする。

３次元起工測量



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

起工測量で計測した測量データと、発注図データを用

いて、３次元出来形管理を行うための３次元設計データ

を作成する。

ＩＣＴ構造物工の施工管理においては、３次元設計

データ（ＴＩＮ）形式での作成は必須ではない。

３次元設計データ作成



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械を活用して

施工を実施する。

ただし、砂防工事など施工現場の環境条件により、Ｉ

ＣＴ建設機械による施工が困難となる場合は、従来型建

設機械による施工を実施してもＩＣＴ活用工事とする。

なお、ＩＣＴ法面工や構造物工など、工事によっては

本項目が対象外となるため、各実施要領を確認する必要

がある。

ＩＣＴ建設機械による施工



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

工事の施工管理において、出来形管理や品質管理を実

施する。

出来形管理にあたっては、別途定める各工事の出来形

管理の監督・検査要領に基づいて実施する。

ＩＣＴ土工などは、品質管理の基準もあるため各要領

に基づき適切に対応するよう、受注者に指導する。

構造物工などでは、計測精度の確保が困難となる箇所

や繰り返し計測を行うことが必要な箇所等も想定される

ため、施工段階における出来形計測結果が分かる写真・

画像データ等と併用するなど、他の計測技術による出来

形管理を行っても良いので、受注者と協議して適切に判

断する必要がある。

３次元出来形管理等の施工管理



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

３次元データの納品

３次元施工管理データを工事完成図書として電子納品

するものとする。

中国地方整備局では、関連する業務や工事、さらに、

将来の維持管理の効率化にむけて、３次元データを一気

通貫して管理することを目標としている。

このため、施工段階で作成した、３次元起工測量や３

次元設計データなど全ての３次元データについて、参考

資料として電子納品する。（中国地方整備局独自の取組

み）



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/0017３5951.pdf

３次元データの納品

３次元施工管理データを工事完成図書として電子納品

するものとする。

中国地方整備局では、関連する業務や工事、さらに、

将来の維持管理の効率化にむけて、３次元データを一気

通貫して管理することを目標としている。

このため、施工段階で作成した、３次元起工測量や３

次元設計データなど全ての３次元データについて、参考

資料として電子納品する。（中国地方整備局独自の取組

み）



ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰ
３）ＩＣＴ活用工事の種類及び基準・要領の一覧

ナレーション
VOICEVOX:四国めたん
ナレーション
VOICEVOX:四国めたん

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。



8３R5年度 ICT施工 初級研修③【ICT施工概要】.pptx

ＩＣＴ活用工事の適用拡大

 国土交通省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充し、構造物工へのＩＣＴ活用を推進する。

 中小建設業がＩＣＴを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討している。



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000051.html

ＩＣＴ施工に関する要領一覧（１）《出来形管理、出来形管理の監督・検査要領》

番号 分類 タイトル 年度

01 出来形管理要領 ３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案） R６

02 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

03 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

04 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

05 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案） R5

06 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

07 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

08 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

09 ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

10 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） R5

11 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） R5

12 ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） R5

13 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） R5

14 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（路面切削工編）（案） R5

15 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案） R5

16 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案） R5

17 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（護岸工編）（案） R5

18 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（表層安定処理・中層地盤改良工事編）（案） R5

19 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（固結工（スラリー撹拌工）編）（案） R5

20 ３次元計測技術を用いた出来形管理 の監督・検査要領 （案） R5

21 地上写真測量を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） R5

22 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（路切削工編）（案） R5

23 地上写真測量を用いた出来形管理の監督・検査要領（路面切削工編）（案） R5

24 ３次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（案）（構造物工（橋脚・橋台）編） R5

25 ３次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（構造物工（橋梁上部工）編）黒字版 R5

26 ３次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領(土工(1_000m3未満）・床堀工・小規模土工・法面整形工編)（案） R5

出来形管理の監督・検査要領



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000051.html

ＩＣＴ施工に関する要領一覧（２）《その他要領、実施要領》

番号 分類 タイトル 年度

27 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領 R3

28 ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領 R2

29 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案） H31（R1)

30 ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案） R2

31 地上写真測量（動画撮影型）を用いた土工の出来高算出要領（案） R2

32 点検支援技術（画像計測技術）を用いた3次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案） R5

33 点検支援技術（画像計測技術）を用いた3次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案） R5

34 ＩＣＴ建設機械精度確認要領(案） H31（R1)

35 R6_ICT活用工事（土工）実施要領 R６

36 R6_ICT活用工事（作業土工（床掘））実施要領 R６

37 R6_ICT活用工事（土工1000m3未満）実施要領 R６

38 R6_ICT活用工事（小規模土工）実施要領 R６

39 R6_ICT活用工事（法面工）実施要領 R６

40 R6_ICT活用工事（付帯構造物設置工）実施要領 R６

41 R6_ICT活用工事（擁壁工）実施要領 R６

42 R6_ICT活用工事（地盤改良工）実施要領 R６

43 R6_ICT活用工事（構造物工（基礎工））実施要領 R６

44 R6_ICT活用工事（河川浚渫）実施要領 R６

45 R6_ICT活用工事（舗装工）実施要領 R６

46 R6_ICT活用工事（舗装工（修繕工））実施要領 R６

47 R6_ICT活用工事（構造物工（橋梁上部））実施要領 R６

48 R6_ICT活用工事（構造物工（橋脚・橋台））実施要領 R６

49 R6_ICT活用工事（コンクリート堰堤工）実施要領 R６

その他要領

実施要領



https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000051.html

ＩＣＴ施工に関する要領一覧（３）《積算要領、見積依頼書》

番号 分類 タイトル 年度

50 R6_ICT活用工事（土工）積算要領 R６

51 R6_ICT活用工事（作業土工（床堀））積算要領 R６

52 R6_ICT活用工事（土工1000m3未満）積算要領 R６

53 R6_ICT活用工事（小規模土工）積算要領 R６

54 R6_ICT活用工事（法面工）積算要領 R６

55 R6_ICT活用工事（付帯構造物設置工）積算要領 R６

56 R6_ICT活用工事（擁壁工）積算要領 R６

57 R6_ICT活用工事（地盤改良工）（安定処理）積算要領 R６

58 R6_ICT活用工事（地盤改良工）（中層混合処理）積算要領 R６

59 R6_ICT活用工事（地盤改良工）（スラリー撹拌工）積算要領 R６

60 R6_ICT活用工事（地盤改良工（ペーパードレーン工）積算要領 R６

61 R6_ICT活用工事（構造物工（基礎工））積算要領 R６

62 R6_ICT活用工事（河川浚渫）積算要領 R６

63 R6_ICT活用工事（砂防土工）積算要領 R６

64 R6_ICT活用工事（河床等掘削）積算要領 R６

65 R6_ICT活用工事（舗装工）積算要領 R６

66 R6_ICT活用工事（舗装工（修繕工））積算要領 R６

67 R6_ICT活用工事（構造物工（橋梁上部））積算要領 R６

68 R6_ICT活用工事（構造物工（橋脚・橋台））積算要領 R６

69 R6_ICT活用工事（コンクリート堰堤工）積算要領 R６

別 見積依頼庶 R6_ICT活用工事にかかる見積り書の依頼について R６

積算要領



ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰ
４）ＩＣＴ施工協議、施工計画書、３次元データの納品について

ナレーション
VOICEVOX:四国めたん
ナレーション
VOICEVOX:四国めたん

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。



ＩＣＴ活用工事の流れと概要

ＩＣＴ施工協議

施工計画書

３次元起工測量

３次元設計データ作成

ＩＣＴ施工

３次元出来形管理等の施工管理

３次元データの納品

ＩＣＴ活用に関する具体的な工事内容及び数量・対象範囲を確認する
使用する計測機器やソフトウェア等の選定・調達の内容を確認する

ＩＣＴ技術を活用した施工の計画を詳細に記載する

設計照査のため施工前の地盤について、３次元計測技術を用いて地形測量
を実施する

設計図書や３次元起工測量データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械等により施工する

３次元起工測量データや３次元設計データと、３次元計測技術により計測
した施工後の出来形評価用データを比較して出来形管理帳票等を作成する

３次元出来形管理等の施工管理により確認された３次元施工管理データを、
工事完成図書として電子納品する



ＩＣＴ活用工事の流れと概要

ＩＣＴ施工協議

施工計画書

３次元起工測量

３次元設計データ作成

ＩＣＴ施工

３次元出来形管理等の施工管理

３次元データの納品

ＩＣＴ活用に関する具体的な工事内容及び数量・対象範囲を確認する
使用する計測機器やソフトウェア等の選定・調達の内容を確認する

ＩＣＴ技術を活用した施工の計画を詳細に記載する

設計照査のため施工前の地盤について、３次元計測技術を用いて地形測量
を実施する

設計図書や３次元起工測量データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械等により施工する

３次元起工測量データや３次元設計データと、３次元計測技術により計測
した施工後の出来形評価用データを比較して出来形管理帳票等を作成する

３次元出来形管理等の施工管理により確認された３次元施工管理データを、
工事完成図書として電子納品する



ＩＣＴ施工協議

ＩＣＴ施工協議

施工計画書

３次元起工測量

３次元設計データ作成

ＩＣＴ施工

３次元出来形管理等の施工管理

３次元データの納品

ＩＣＴ活用に関する具体的な工事内容及び数量・対象範囲を確認する
使用する計測機器やソフトウェア等の選定・調達の内容を確認する

ＩＣＴ技術を活用した施工の計画を詳細に記載する

設計照査のため施工前の地盤について、３次元計測技術を用いて地形測量
を実施する

設計図書や３次元起工測量データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械等により施工する

３次元起工測量データや３次元設計データと、３次元計測技術により計測
した施工後の出来形評価用データを比較して出来形管理帳票等を作成する

３次元出来形管理等の施工管理により確認された３次元施工管理データを、
工事完成図書として電子納品する



具体の工事内容及び対象範囲の協議



具体の工事内容及び対象範囲の協議



機器・ソフトウェア等の調達・選定フロー

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

必要な機器構成や仕様について確認する

必要な機能の取捨選択を行い使用する機器・ソフトウェア等
の選定・調達を行う



機器・ソフトウェア等の選定・調達時の留意事項

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

必要な機器構成や仕様について確認する

必要な機能の取捨選択を行い使用する機器・ソフトウェア等
の選定・調達を行う

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフト

ウェア間の互換性を確保する必要がある。



機器・ソフトウェア等の選定・調達時の留意事項

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

必要な機器構成や仕様について確認する

必要な機能の取捨選択を行い使用する機器・ソフトウェア等
の選定・調達を行う

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフト

ウェア間の互換性を確保する必要がある。

 機器・ソフトウェアは、測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメー

カー等より、購入またはリース・レンタルにより調達が可能である。



機器・ソフトウェア等の選定・調達時の留意事項

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

必要な機器構成や仕様について確認する

必要な機能の取捨選択を行い使用する機器・ソフトウェア等
の選定・調達を行う

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフト

ウェア間の互換性を確保する必要がある。

 機器・ソフトウェアは、測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメー

カー等より、購入またはリース・レンタルにより調達が可能である。

 各メーカーによって機器・ソフトウェアの操作性・機能・コストが異なるため、事前に各メー

カーのカタログ、ＨＰなどから情報収集したり、デモ等のサービスを利用し、操作性や機能につ

いて事前確認することが有効となる。



機器・ソフトウェア等の選定・調達時の留意事項

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

必要な機器構成や仕様について確認する

必要な機能の取捨選択を行い使用する機器・ソフトウェア等
の選定・調達を行う

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフト

ウェア間の互換性を確保する必要がある。

 機器・ソフトウェアは、測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメー

カー等より、購入またはリース・レンタルにより調達が可能である。

 各メーカーによって機器・ソフトウェアの操作性・機能・コストが異なるため、事前に各メー

カーのカタログ、ＨＰなどから情報収集したり、デモ等のサービスを利用し、操作性や機能につ

いて事前確認することが有効となる。

 選定した機器・ソフトウェアの情報 メーカー、機器名、ソフトウェア名、バージョン等を施工

計画書に記載する。ただし、カタログや仕様書の提出は不要である。



参考：ＵＡＶを用いる場合の機器・ソフトウェアの活用イメージ



施工計画書

ＩＣＴ施工協議

施工計画書

３次元起工測量

３次元設計データ作成

ＩＣＴ施工

３次元出来形管理等の施工管理

３次元データの納品

ＩＣＴ活用に関する具体的な工事内容及び数量・対象範囲を確認する
使用する計測機器やソフトウェア等の選定・調達の内容を確認する

ＩＣＴ技術を活用した施工の計画を詳細に記載する

設計照査のため施工前の地盤について、３次元計測技術を用いて地形測量
を実施する

設計図書や３次元起工測量データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械等により施工する

３次元起工測量データや３次元設計データと、３次元計測技術により計測
した施工後の出来形評価用データを比較して出来形管理帳票等を作成する

３次元出来形管理等の施工管理により確認された３次元施工管理データを、
工事完成図書として電子納品する



施工計画書の記載内容と主な記載事項



施工計画書（①適用工種）



施工計画書（②適用区域）



施工計画書（③出来形計測箇所等）



施工計画書（④使用機器・ソフトウェア）



施工計画書（⑤各技術毎に必要な記載事項）



３次元データの納品

ＩＣＴ施工協議

施工計画書

３次元起工測量

３次元設計データ作成

ＩＣＴ施工

３次元出来形管理等の施工管理

３次元データの納品

ＩＣＴ活用に関する具体的な工事内容及び数量・対象範囲を確認する
使用する計測機器やソフトウェア等の選定・調達の内容を確認する

ＩＣＴ技術を活用した施工の計画を詳細に記載する

設計照査のため施工前の地盤について、３次元計測技術を用いて地形測量
を実施する

設計図書や３次元起工測量データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する

３次元設計データを用い、ＩＣＴ建設機械等により施工する

３次元起工測量データや３次元設計データと、３次元計測技術により計測
した施工後の出来形評価用データを比較して出来形管理帳票等を作成する

３次元出来形管理等の施工管理により確認された３次元施工管理データを、
工事完成図書として電子納品する



着手時：電子納品・電子検査の事前協議



納品時：電子成果品のオンライン納品



ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰ
５）ＩＣＴ施工監督・検査の流れについて

ナレーション
VOICEVOX:四国めたん
ナレーション
VOICEVOX:四国めたん

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。



監督・検査要領の目的と範囲



監督・検査要領について（例：空中写真測量：土工編）



監督職員の実施項目（７項目）



検査職員の実施項目（書面検査）



検査職員の実施項目（実地検査）



監督・検査要領の巻末参考資料



これで、

ＩＣＴ活用工事基礎研修Ⅰの

ｅラーニングを終了します。

ご視聴ありがとうございました。

本ｅラーニングは、令和６年度時点の情報で作成しています。実際の実務にあたっては最新情報の確認をお願いします。


